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２０２１年６月９日 社員総会 

 

 

 

 

 

 

 
議 案 資 料

一般社団法人 外国人雇用協議会 
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（社員総会に報告すべき事項） 

 

≪2020年度（2020年4月1日から2021年3月31日まで）事業報告の内容報告の件≫ 

 

2020年度（2020年4月1日から2021年3月31日まで）事業報告の内容は別紙のとおり。 

 

 

 

（社員総会の目的である事項） 

 

≪第1号議案 2020年度（2020年4月1日から2021年3月31日まで）計算書類承認の件≫ 

 

2020年度（2020年4月1日から2021年3月31日まで）の計算書類について、別紙内容のとおり承認するこ

と。 

 

 

≪第2号議案 理事8名選任の件≫ 

 

今定時社員総会終結の時をもって理事黒田達也、後藤裕幸及び柴崎洋平3名が任期満了するため、下記の

8名を理事として選任すること。 

 

黒田達也 株式会社事業創造コンサルティング 代表取締役 

後藤裕幸 株式会社グローバルトラストネットワークス 代表取締役社⾧ 

柴崎洋平 フォースバレー・コンシェルジュ株式会社 代表取締役社⾧ 

小西悠太 株式会社明光ネットワークジャパン イノベーション推進室室⾧ 兼 MEIKO GLOBAL事業 

事業責任者、国際人材開発株式会社 取締役 

牧直道 株式会社Next Innovation 代表取締役社⾧ 

新井永鎮 株式会社ヒューマンパワー 代表取締役社⾧ 

杉村哲人 リフト株式会社 代表取締役 

⾧岡由剛 行政書士明るい総合法務事務所 代表・特定行政書士 

 

以上
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（第１号議案資料） 

 

 

 

 

 

 

 

２０２０年度 事業報告および決算書 
 

 

 

 

自 ２０２０年   ４月   1 日 

至 ２０２１年 ３月３１日 

 

 

 

 

 

事業報告書 

貸借対照表 

正味財産増減計算書 

財務諸表に対する注記 
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事業報告書 

2020年4月1日から2021年3月31日まで 

一般社団法人 外国人雇用協議会 

１ 事業の成果 

コロナ禍での運営体制の変更、会員への情報提供等の対応をしつつ、継続して外国人雇用を妨げる３つの壁（入管政

策・制度の障壁、企業側の受入れ体制不全、人材が日本のビジネス社会で活躍するための知識・技能等の不足）を解

消し、質の高い外国人材が日本のビジネス社会で活躍できる環境を整えることを目的に活動した。2020年度は、政策

部会、コミュニケーション戦略部会、生活支援部会、HR部会を設け、各部以下の目標を定め実行した。 

 

事業名 事業内容 実施日時 実施場所 

１、政府の政策・

制度の改善を実現

していく提案 

（１）政府の政策活動に関する情報収集・検討 適宜実施 東京 

（２）政策部会＜計１回＞：意見交換会 2021/3/3 オンライン 

（３）政府への具申・提言＜計２回＞ 2020/7/21, 2021/3/11 東京 

２、企業・団体の

入会促進、会員同

士の交流や情報交

換の場づくり 

（１）会員拡大・交流の施策、マーケティン

グ・紹介動画の企画及び制作など 
適宜実施 東京 

（２）公開シンポジウムの開催 

 「Withコロナ 外国人受入・定着の展望と課

題」 

「外国人活躍支援サミット2020」 

2020/6/24 

 

2020/10/6~7 

オンライン 

（３）会員間オンライン交流会 2020/5/28 東京 

（４）公開ウェビナーの開催 

「新しい環境下における外国人留学生の生活・

就職支援の在り方」 

「特定技能 登録支援機関成功のための経営戦

略」 

2020/12/18 

 

2021/2/15 

オンライン 

３、在留資格勉強

会の開催 
（１）在留資格勉強会の開催＜計6回＞ 

2020/10/21, 11/18, 12/16 

2021/1/20, 2/17, 3/17 
東京 

４、外国人就労適

性試験の実施、外

国人向け教育推進

に係る取り組みの

検討 

（１）「就労適性に係るガイドライン：ビジネ

ス文化・社会常識に係る基準」の普及 
適宜実施 東京 

（２）ガイドラインに沿った「教育・学習コン

テンツへの認定」「外国人就労適性試験の後

援」 

適宜実施 東京 

（３）就労適性に係るガイドラインの普及、代

理店登録 
適宜実施 東京 

５、その他 

（１）定例会（理事社会議、戦略会議）の開催 定例会(毎月第３水曜)を開催 東京 

（２）定時総会の開催<計１回> 2020/6/24 東京 

（３）コロナ禍相談サービス 

会員限定「外国人関連よろず相談会」の実施 
2020/4/22, 5/13, 5/27 オンライン 

（４）情報発信、ブランディング強化 

・コミュニケーション戦略部会：公式Webサイ

ト等の充実 

適宜実施 東京 



5  
 

 

(単位：円）

科　　　目

Ⅰ　資産の部

　　１．流動資産

　　　　　現金預金 10,266,627 4,123,169 6,143,458

　　　　　売掛金 280,456 0 280,456

　　　　　前払費用 0 240,000 △ 240,000

　　　　　未収入金 0 505,500 △ 505,500

　　　　　流動資産合計 10,547,083 4,868,669 5,678,414

　　２．固定資産

　　　　(1)　基本財産

　　　　　　基本財産合計 0 0 0

　　　　(2)　その他固定資産

　　　　　　　商標権 163,625 185,045 △ 21,420

　　　　　　　長期前払費用 958,267 1,258,347 △ 300,080

　　　　　　　開業費 1,125,446 1,591,146 △ 465,700

　　　　  その他固定資産合計 2,247,338 3,034,538 △ 787,200

　　　　　固定資産合計 2,247,338 3,034,538 △ 787,200

　　　　　資産合計 12,794,421 7,903,207 4,891,214

Ⅱ　負債の部

　　１．流動負債

　　　　　短期借入金 0 83,767 △ 83,767

　　　　　未払金 1,331,339 660,000 671,339

　　　　　未払法人税等 70,000 70,000 0

　　　　　預り金 8,667 0 8,667

　　　　　流動負債合計 1,410,006 813,767 596,239

　　２．固定負債

　　　　　固定負債合計 0 0 0

　　　　　負債合計 1,410,006 813,767 596,239

Ⅲ　正味財産の部

　　１．指定正味財産

　　　　　指定正味財産合計 0 0 0

　　　　　（うち基本財産への充当額） ( 0 )( 0 )( 0 )

　　２．一般正味財産

　　　　　一般正味財産合計 11,384,415 7,089,440 4,294,975

　　　　　正味財産合計 11,384,415 7,089,440 4,294,975

　　　　　負債及び正味財産合計 12,794,421 7,903,207 4,891,214

当年度 前年度 増減

貸借対照表

2021年 3月31日現在
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(単位：円）

科　　　目

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　　１．経常増減の部

　    (1)　経常収益

　　    　①入会金収入 (  2,000,000 ) (  2,000,000 ) (  0 )

　　　　　　　理事入会金  100,000  0  100,000

　　　　　　　一般入会金  1,900,000  2,000,000 △ 100,000

　　    　②会費収入 (  8,490,000 ) (  8,429,406 ) (  60,594 )

　　　　　　　理事年会費  3,900,000  3,900,000  0

　　　　　　　一般年会費  4,590,000  4,529,406  60,594

　　　　　③事業収入 (  1,435,456 ) (  973,705 ) (  461,751 )

　　　　　　　認定申請料  335,456  0  335,456

　　　　　　　適性試験受験料  0  309,980 △ 309,980

　　　　　　　勉強会等参加費  0  663,725 △ 663,725

　　　　　　　登壇料収入  1,100,000  0  1,100,000

　　    　④雑収益 (  1,163 ) (  33 ) (  1,130 )

　　　　　　　受取利息  62  33  29

　　　　　　　雑収益  1,101  0  1,101
　　    　経常収益計  11,926,619  11,403,144  523,475

　    (2)　経常費用

会場費  257,933  1,894,159 △ 1,636,226

業務委託費  3,200,812  4,009,736 △ 808,924

交際費  0  22,274 △ 22,274

消耗品費  85,365  19,927  65,438
諸会費  240,000  230,000  10,000

支払報酬料  104,390  0  104,390

外注委託費  0  1,142,985 △ 1,142,985

公租公課  110,300  71,050  39,250

支払手数料  58,526  22,261  36,265

印刷費  0  26,264 △ 26,264

通信費  64,500  19,860  44,640

修繕費  704,000  0  704,000

広告宣伝費  2,018,618  937,508  1,081,110

長期前払費用償却  300,080  218,720  81,360

商標権償却  21,420  21,420  0

開業費償却  465,700  465,700  0

雑費  0  12,385 △ 12,385

  　       経常費用計 7,631,644 9,114,249 △ 1,482,605

  　       当期経常増減額  4,294,975  2,288,895  2,006,080

　　２．経常外増減の部

　　　  (1)　経常外収益

　　　　　経常外収益計  0  0  0

　　 　 (2)　経常外費用

　　    　 経常外費用計  0  0  0

　　　　　当期経常外増減額  0  0  0

　　　　　当期一般正味財産増減額 4,294,975 2,288,895  2,006,080

　　　　　一般正味財産期首残高 7,089,440 4,800,545  2,288,895

　　　　　一般正味財産期末残高 11,384,415 7,089,440  4,294,975

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　　一般正味財産への振替額 0 0 0

　　　　　当期指定正味財産増減額 0 0  0

　　　　　指定正味財産期首残高 0 0  0

　　　　　指定正味財産期末残高 0 0  0

Ⅲ　正味財産期末残高  11,384,415  7,089,440  4,294,975

2020年 4月 1日から2021年 3月31日まで

前年度 増減当年度

 正味財産増減計算書 
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財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

       

1/  重要な会計方針      

 (1) 固定資産の減価償却方法     

    その他固定資産… 定額法による減価償却を実施している。   

 (2) 消費税等の会計処理     

      消費税等の会計処理は、税込方式によっている。   

       

       

２/   固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高   

   固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。   

     （単位：円）   

 科   目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高   

 商標権 214,200 50,575 163,625   

 合計 214,200 50,575 163,625   
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